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二
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梨
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次

　
　
　
　

告　
　
　

示

○
平
成
二
十
八
年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
決
算
の
公
表	

一

○
平
成
二
十
八
年
度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
の
公
表	

二
八

　
　
　
　
　
　

告　
　
　

示

山
梨
県
告
示
第
三
百
九
十
六
号

　

平
成
二
十
九
年
十
二
月
定
例
県
議
会
に
お
い
て
認
定
さ
れ
た
平
成
二
十
八
年
度
山
梨
県
一
般
会
計
及

び
各
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
並
び
に
当
該
決
算
に
係
る
監
査
委
員
の
意
見
は
、次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
十
二
月
二
十
八
日

	

山
梨
県
知
事	
後　
　

藤　
　
　
　
　

1
　
決
算
の
認
定
に
係
る
議
会
の
議
決
　
認
定

2
　
平
成
28年

度
山
梨
県
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書
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平
成
29年

9月
15日

　
　
山
梨
県
知
事
　
後
　
　
藤
　
　
　
　
　
　
殿

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

	山
梨
県
監
査
委
員
　
佐
　
　
藤
　
　
佳
　
　
臣

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

	山
梨
県
監
査
委
員
　
小
　
　
泉
　
　
久
　
　
司

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

	山
梨
県
監
査
委
員
　
渡
　
　
邉
　
　
英
　
　
機

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

　
	山
梨
県
監
査
委
員
　
浅
　
　
川
　
　
力
　
　
三

平
成
28年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

　
地
方
自
治
法
第
２
３
３
条
第
２
項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
平
成
28年

度
山
梨
県
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

平
成
28年

度
歳
入
歳
出
決
算
審
査
意
見
書

第
1　
審
　
査
　
の
　
対
　
象

　
平
成
28年

度
　
　
山
　
梨
　
県
　
一
　
般
　
会
　
計

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
災
害
救
助
基
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
市
町
村
振
興
資
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
県
税
証
紙
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
集
中
管
理
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
商
工
業
振
興
資
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
流
域
下
水
道
事
業
特
別
会
計
	

　
平
成
28年

度
　
　
山
梨
県
公
債
管
理
特
別
会
計
	

第
2　
審
　
査
　
の
　
期
　
間

　
平
成
29年

8月
17日

か
ら
平
成
29年

9月
14日

ま
で
　

第
3　
審
　
査
　
の
　
手
　
続

　
審
査
に
当
た
っ
て
は
、　
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成
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１
　
決
算
の
計
数
は
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
と
符
合
し
正
確
で
あ
る
か
。

　
　
2
　
予
算
の
執
行
は
、
議
決
の
趣
旨
に
沿
っ
て
適
正
か
つ
効
果
的
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。

　
　
３
　
財
務
に
関
す
る
事
務
は
、
財
務
規
則
、
関
係
法
令
等
に
適
合
し
て
公
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か
。

　
　
４
　
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い
る
か
。

　
	　
な
ど
の
諸
点
に
主
眼
を
お
き
、
決
算
報
告
書
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る
と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
を

踏
ま
え
決
算
審
査
を
行
っ
た
。

第
４
　
決
　
算
　
の
　
状
　
況

１
　
決
算
規
模

　
　
一
般
会
計
の
歳
入
額
は
4,619億

6,398万
892円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2.6％

減
少
し
、
歳
出
額
は
4,559億

8,849万
4,675円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2.6％

減
少
し
て
い
る
。

　
	　
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11の

特
別
会
計
の
歳
入
額
は
3,000億

2,430万
5,156円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2.0％

増
加
し
、
歳
出
額
は
2,890億

5,147万
489円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
2.3％

増
加
し
て

い
る
。

2
　
決
算
収
支

　
　
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
で
あ
る
形
式
収
支
は
59億

7,548万
6,217円

、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
は
22億

2,940万
6,745円

で
、
共
に
黒
字
と
な
っ
た
。

　
	　
ま
た
、
実
質
収
支
か
ら
前
年
度
の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
単
年
度
収
支
は
、
13億

102万
581円

の
赤
字
と
な
り
、
財
政
調
整
基
金
へ
の
積
立
1,257万

292円
を
加
算
し
、
財
政
調
整
基
金
の
取
崩
30億

円
を

差
し
引
い
た
実
質
単
年
度
収
支
も
、
42億

8,845万
289円

の
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。

　
	　
特
別
会
計
の
形
式
収
支
は
109億

7,283万
4,667円

、
実
質
収
支
は
107億

6,414万
6,923円

で
、
共
に
黒
字
と
な
っ
て
い
る
が
、
単
年
度
収
支
及
び
実
質
単
年
度
収
支
は
、
7億
8,387万

7,465円
の
赤
字
と
な
っ

て
い
る
。

第
５
　
審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
	　
一
般
会
計
及
び
各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
附
属
書
類
、
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
及
び
指
定
金
融
機
関
等
の
残
高
証
明
書
の
計
数
と
合
致
し
て
お
り
、
ま
た
、
予
算
の
執
行
、
財
務
に
関
す
る
事
務
及
び
財
産
の
管

理
は
、
概
ね
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。

　
	　
一
方
、
以
下
に
記
載
す
る
各
項
目
に
お
い
て
述
べ
る
よ
う
に
、
留
意
又
は
改
善
す
べ
き
事
項
が
見
受
け
ら
れ
る
の
で
、
こ
れ
ら
に
適
切
に
対
処
し
、
よ
り
一
層
、
効
率
的
、
効
果
的
な
財
政
運
営
を
心
が
け
、

県
民
福
祉
の
向
上
に
努
め
ら
れ
た
い
。

1
　
一
般
会
計
に
つ
い
て

（
１
）
歳
入

　
　
①
　
歳
入
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
122億

8,972万
6,729円

（
2.6％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
	　
こ
れ
は
主
に
、県
税
が
22億

9,039万
3,686円

、地
方
消
費
税
清
算
金
が
34億

8,627万
9,111円

、地
方
譲
与
税
が
24億

3,332万
8,064円

、地
方
交
付
税
が
48億

5,006万
1,000円

、国
庫
支
出
金
が
33億

5,647
万
3,038円

、
繰
越
金
が
39億

4,094万
3,668円

減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
	　
ま
た
、
歳
入
状
況
を
自
主
財
源
と
依
存
財
源
で
み
る
と
、
歳
入
総
額
に
占
め
る
割
合
は
、
自
主
財
源
が
42.6％

、
依
存
財
源
が
57.4％

と
な
っ
て
お
り
、
自
主
財
源
比
率
は
前
年
度
と
比
較
し
て
1.0ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
我
が
国
の
経
済
状
況
は
、
平
成
29年

8月
に
内
閣
府
が
公
表
し
た
月
例
経
済
報
告
に
よ
る
と
、「
景
気
は
、
緩
や
か
な
回
復
基
調
が
続
い
て
い
る
。」
と
さ
れ
て
い
る
。



山
梨
県
公
報
号
外　
　

第
六
十
九
号　
　

平
成
二
十
九
年
十
二
月
二
十
八
日

二
六

　
　
　
	　
本
県
経
済
状
況
に
つ
い
て
も
、
雇
用
情
勢
の
改
善
が
続
く
中
で
、
景
気
が
回
復
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
が
、
英
国
の
Ｅ
Ｕ
離
脱
問
題
な
ど
、
海
外
経
済
の
不
確
実
性
に
引
き
続
き
注
意
す
る
必
要

が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
　
　
	　
こ
う
し
た
経
済
状
況
の
中
で
、
財
政
基
盤
の
安
定
を
図
る
た
め
、
企
業
誘
致
や
県
経
済
を
牽
引
す
る
基
幹
産
業
の
発
展
な
ど
県
内
経
済
の
活
性
化
を
図
る
施
策
を
積
極
的
に
推
進
し
、
県
税
を
は
じ
め
と

し
た
自
主
財
源
の
充
実
、
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
②
	　
県
債
発
行
額
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
が
63億

4,410万
円
減
少
し
た
も
の
の
、
単
独
事
業
債
が
60億

6,700万
円
、
減
収
補
填
債
（
特
例
分
）
が
50億

7,000万
円
、
一
般
補
助
事
業
債
が
35億

6,700万
円
増

加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
83億

3,690万
円
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
年
度
末
県
債
残
高
は
、
償
還
額
が
発
行
額
を
上
回
っ
た
た
め
、
前
年
度
か
ら
96億

2,074万
8,490円

減
少
し
、
9,738億

7,412万
4,920円

と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
	　
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
県
債
残
高
は
減
少
傾
向
に
あ
る
が
、
多
額
の
県
債
残
高
は
、
後
年
度
の
財
政
負
担
と
な
り
、
財
政
の
硬
直
化
を
招
く
要
因
と
も
な
る
こ
と
か
ら
、
公
共
施
設
の
整
備
に
当
た
っ

て
は
、
後
年
度
の
負
担
も
十
分
検
討
さ
れ
て
計
画
的
に
進
め
、
引
き
続
き
県
債
残
高
の
着
実
な
削
減
を
図
ら
れ
た
い
。

　
　
③
　
収
入
未
済
額
は
28億

6,935万
7,616円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
9,632万

7,255円
（
6.4％

）
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
こ
の
う
ち
、県
税
の
収
入
未
済
額
は
、前
年
度
と
比
較
し
て
1億
7,734万

5,793円
減
少
し
17億

1,950万
1,285円

で
あ
る
。
そ
の
主
な
も
の
は
、個
人
県
民
税
12億

5,163万
2,478円

、不
動
産
取
得
税
1億
9,994

万
8,127円

及
び
自
動
車
税
1億
3,921万

2,790円
で
あ
る
。

　
　
　
	　
個
人
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
市
町
村
と
の
連
携
の
効
果
な
ど
に
よ
り
１
億
8,674万

2,398円
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
県
税
以
外
の
収
入
未
済
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1,898万

1,462円
減
少
し
11億

4,985万
6,331円

で
あ
る
。
そ
の
主
な
も
の
は
、
県
営
住
宅
使
用
料
３
億
6,261万

8,957円
、
旧
須
玉
町
地
内
の
行
政

代
執
行
に
係
る
費
用
１
億
9,282万

3,458円
及
び
上
野
原
市
内
土
砂
撤
去
費
等
に
係
る
不
当
利
得
返
還
請
求
1億
5,591万

7,035円
で
あ
る
。

　
　
　
	　
調
定
額
は
4,650億

円
余
、
収
入
済
額
は
4,619億

円
余
、
不
納
欠
損
額
は
1億
7千
万
円
余
で
、
調
定
額
に
対
す
る
収
入
率
は
、
99.3％

と
前
年
度
と
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、
収
入
未
済
額
は
、
28億

円
超
と

引
き
続
き
多
額
で
あ
る
。

　
　
　
	　
債
権
の
回
収
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
確
保
や
公
平
性
の
観
点
か
ら
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
今
後
と
も
、
新
た
な
未
収
金
の
発
生
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、
滞
納
初
期
に
お
け
る
き
め
細
か
な

状
況
把
握
や
交
渉
等
に
よ
り
、
債
権
の
早
期
回
収
に
向
け
た
取
組
を
進
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
　
ま
た
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
く
厳
正
な
債
権
管
理
を
行
い
、
収
入
未
済
額
の
解
消
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

（
２
）
歳
　
出

　
　
①
　
歳
出
決
算
額
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
120億

3,761万
233円

（
2.6％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
	　
こ
れ
は
主
に
、
土
木
費
が
24億

696万
5,370円

増
加
し
た
も
の
の
、
商
工
費
が
26億

3,255万
9,290円

、
労
働
費
が
12億

88万
1,757円

、
衛
生
費
が
11億

7,785万
4,534円

、
基
金
積
立
金
の
減
な
ど
に
よ

り
諸
支
出
金
が
81億

5,840万
6,222円

減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
性
質
別
決
算
状
況
を
み
る
と
、
行
政
経
費
は
2,452億

3,895万
7千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
22億

6,458万
円
（
0.9％

）
増
加
し
た
。

　
　
　
　
こ
れ
は
主
に
、人
件
費
や
物
件
費
が
減
少
し
た
も
の
の
、県
林
業
公
社
の
廃
止
に
伴
う
補
助
費
の
増
加
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、構
成
比
は
53.8％

と
前
年
度
よ
り
1.9ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
投
資
的
経
費
は
814億

6,285万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
45億

3,686万
6千
円
（
5.3％

）
減
少
し
た
。

　
　
　
　
こ
れ
は
、
単
独
事
業
費
や
補
助
事
業
費
の
減
少
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
構
成
比
は
17.9％

と
前
年
度
よ
り
0.5ポ

イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
　
公
債
費
は
855億

5,707万
9千
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7億
5,365万

2千
円
（
0.9％

）
減
少
し
、
構
成
比
は
18.8％

と
前
年
度
よ
り
0.4ポ

イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
こ
れ
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
等
を
除
く
通
常
の
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
を
行
っ
て
き
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
今
後
と
も
、
公
債
費
や
人
件
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
の
適
切
な
管
理
に
努
め
、
財
政
の
硬
直
化
の
抑
制
を
図
ら
れ
た
い
。

　
　
②
　
翌
年
度
繰
越
額
は
105事

業
、
314億

6,283万
1,339円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
24事

業
減
少
し
て
い
る
が
、
繰
越
額
は
60億

8,526万
6,670円

（
24.0％

）
増
加
し
て
い
る
。

　
　
　
　
こ
れ
は
主
に
、
国
の
経
済
対
策
に
呼
応
し
て
公
共
事
業
費
等
を
補
正
予
算
に
計
上
し
た
こ
と
や
、
消
防
防
災
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の
更
新
な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
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内
訳
は
、
継
続
費
逓
次
繰
越
2事
業
、
15億

9,360万
9,519円

、
繰
越
明
許
費
90事

業
、
296億

7,943万
9,687円

、
事
故
繰
越
13事

業
、
1億
8,978万

2,133円
で
あ
る
。

　
　
　
　
今
後
と
も
、
計
画
的
な
事
業
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、
繰
越
に
係
る
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業
効
果
の
早
期
発
現
が
図
ら
れ
る
よ
う
迅
速
か
つ
効
率
的
に
実
施
さ
れ
た
い
。

　
　
③
	　
不
用
額
は
140億

8,805万
3,655円

で
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
商
工
費
が
55億

3,330万
6,838円

、
教
育
費
が
16億

5,217万
515円

で
あ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
36億

3,593万
6,281円

（
20.5％

）
減
少

し
て
い
る
。

　
　
　
	　
不
用
額
に
つ
い
て
は
、
こ
こ
数
年
は
150億

円
前
後
で
推
移
し
て
い
る
が
、
今
後
と
も
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
に
活
用
で
き
る
よ
う
適
切
に
予
算
計
上
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き
経
費
の
節
減
に
努

め
る
中
で
、
事
業
の
目
的
に
沿
っ
た
計
画
的
な
事
業
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

2
　
特
別
会
計
に
つ
い
て

　
　
①
	　
恩
賜
県
有
財
産
特
別
会
計
ほ
か
11会

計
の
歳
入
総
額
は
、
3,000億

2,430万
5,156円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
58億

2,564万
9,018円

（
2.0％

）
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
歳
出
総
額
は
、
2,890億

5,147
万
489円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
65億

6,630万
7,352円

（
2.3％

）
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
②
　
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
差
し
引
い
た
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、
109億

7,283万
4,667円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7億
4,065万

8,334円
（
6.3％

）
の
減
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
③
　
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
2億
868万

7,744円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
107億

6,414万
6,923円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7億
8,387万

7,465円
（
6.8％

）
減
少
し
て
い
る
。

　
　
④
	　
収
入
未
済
額
の
総
額
は
、
4億
3,745万

3,872円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
1億
4,887万

2,323円
（
25.4％

）
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
こ
れ
は
主
と
し
て
、
中
小
企
業
近
代
化
資
金
特
別
会
計
に
係
る
高
度
化
資
金
貸
付
金
償
還
金
に
つ
い
て
、
平
成
29年

2月
議
会
の
議
決
を
受
け
て
特
定
調
停
が
成
立
し
、
償
還
を
猶
予
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
1億
4,367円

8,290円
減
少
し
た
こ
と
が
要
因
と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
	　
債
権
の
回
収
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
確
保
や
公
平
性
の
観
点
か
ら
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
今
後
と
も
、
新
た
な
未
収
金
の
発
生
を
防
止
す
る
と
と
も
に
、
滞
納
初
期
に
お
け
る
き
め
細
か

な
状
況
把
握
や
交
渉
等
に
よ
り
、
債
権
の
早
期
回
収
に
向
け
た
取
組
を
進
め
ら
れ
た
い
。

　
　
　
	　
ま
た
、
法
令
や
山
梨
県
滞
納
債
権
処
理
方
針
等
に
基
づ
く
厳
正
な
債
権
管
理
を
行
い
、
収
入
未
済
額
の
解
消
に
な
お
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
⑤
	　
各
会
計
の
実
質
収
支
額
の
総
額
は
107億

6,414万
6,923円

と
、
前
年
度
と
比
較
し
て
7億
8,387万

7,465円
減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
特
別
会
計
内
に
留
保
し
て
い
る
資
金
（
実
質
収
支
額
）
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
一
般
会
計
へ
の
繰
り
出
し
を
求
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
平
成
28年

度
は
、
総
額
203億

1,815万
円
余
を
繰
り
出

し
て
い
る
。

　
　
　
	　
今
後
も
、
財
源
の
有
効
活
用
の
観
点
か
ら
、
必
要
に
応
じ
て
一
般
会
計
に
繰
り
出
す
な
ど
、
予
算
管
理
と
執
行
に
留
意
さ
れ
た
い
。

　
　
　
	　
特
別
会
計
は
、
地
方
自
治
法
の
規
定
に
よ
り
、
特
定
に
事
業
を
行
う
場
合
に
、
特
定
の
歳
入
を
も
っ
て
特
定
の
歳
出
に
充
て
、
一
般
の
歳
入
歳
出
と
区
分
し
て
経
理
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
条
例
で

こ
れ
を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
　
　
	　
特
別
会
計
の
う
ち
、
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
農
業
者
等
に
対
す
る
技
術
導
入
資
金
の
貸
付
け
等
に
係
る
資
金
を
運
用
管
理
す
る
た
め
設
置
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
が
、
平
成
22年

に
農

業
改
良
資
金
助
成
法
が
改
正
さ
れ
、
貸
付
主
体
が
都
道
府
県
か
ら
（
株
）
日
本
政
策
金
融
公
庫
に
変
更
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
　
　
	　
現
在
、
同
特
別
会
計
は
、
過
去
の
貸
付
け
に
係
る
国
へ
の
償
還
を
業
務
と
し
て
お
り
、
特
別
会
計
の
設
置
を
義
務
付
け
て
い
た
規
定
も
削
除
さ
れ
た
こ
と
な
ど
を
踏
ま
え
、
今
後
の
同
特
別
会
計
の
あ

り
方
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
い
。

3
　
財
産
に
つ
い
て

　
　
①
	　
普
通
財
産
に
係
る
未
利
用
地
に
つ
い
て
は
、
平
成
28年

度
に
、
7件
、
2万
7,557.00㎡

を
有
効
利
用
す
る
一
方
、
用
途
廃
止
等
に
よ
り
新
た
に
4件
、
4,654.20㎡

が
未
利
用
地
と
な
っ
た
た
め
、
22件
、

6万
9,751.67㎡

が
残
さ
れ
て
い
る
。

　
　
　
	　
普
通
財
産
に
つ
い
て
は
、
売
却
や
一
時
貸
付
な
ど
に
よ
り
、
そ
の
有
効
活
用
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
定
期
借
地
権
の
対
象
の
拡
大
を
検
討
す
る
な
ど
、
未
利
用
地
の
有
効
利
用
に
引

き
続
き
努
力
さ
れ
た
い
。

　
　
②
	　
公
共
事
業
に
伴
う
取
得
用
地
の
当
年
度
分
未
登
記
筆
数
は
172筆

で
、
前
年
度
の
82筆

に
比
べ
て
90筆

増
加
し
て
い
る
。
ま
た
、
過
年
度
分
未
登
記
筆
数
に
つ
い
て
は
、
平
成
28年

度
末
累
計
で
2,574
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筆
と
、
前
年
度
よ
り
129筆

減
少
し
て
い
る
。
な
お
、
当
年
度
分
に
つ
い
て
は
、
順
次
登
記
の
手
続
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

　
　
　
	　
取
得
用
地
の
登
記
に
つ
い
て
は
、「
過
年
度
未
登
記
処
理
方
針
」
を
策
定
し
、
未
登
記
の
解
消
に
努
め
て
お
り
、
こ
こ
数
年
で
着
実
に
減
少
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
依
然
と
し
て
多
く
の
未
登
記

筆
が
残
さ
れ
て
い
る
。
県
有
財
産
の
適
正
管
理
の
観
点
か
ら
、
未
登
記
の
解
消
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

　
　
③
	　
財
産
に
つ
い
て
は
、
公
有
財
産
事
務
取
扱
規
則
に
よ
り
、
購
入
（
取
得
）、
処
分
、
貸
付
、
行
政
財
産
の
使
用
許
可
及
び
財
産
の
借
受
に
当
た
っ
て
は
、
直
ち
に
移
動
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
っ

て
い
る
が
、
昨
年
度
に
実
施
し
た
定
例
監
査
に
お
い
て
は
、
提
出
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
13件

あ
っ
た
。

　
　
　
　
財
産
の
的
確
な
把
握
は
、
財
産
管
理
の
基
本
で
あ
り
、
有
効
活
用
に
も
資
す
る
こ
と
か
ら
、
適
切
な
事
務
の
執
行
に
努
め
ら
れ
た
い
。

4
　
財
政
運
営
に
つ
い
て

　
　
①
	　
一
般
会
計
の
歳
入
に
お
い
て
は
、
繰
越
金
等
の
減
少
に
よ
り
自
主
財
源
が
前
年
度
と
比
較
し
て
99億

8,280万
1,627円

減
少
し
、
依
存
財
源
が
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
の
減
少
な
ど
に
よ
り
23億

692
万
5,102円

減
少
し
た
た
め
、
歳
入
総
額
は
4,619億

6,398万
892円

と
な
り
、
前
年
度
よ
り
も
122億

8,972万
6,729円

減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
歳
出
に
お
い
て
は
、
商
工
費
に
つ
い
て
、
商
工
業
振
興
資
金
貸
付
金
の
減
少
に
伴
い
、
貸
付
金
の
原
資
と
な
る
繰
出
金
が
見
込
額
を
下
回
っ
た
た
め
、
前
年
度
と
比
較
し
て
26億

3,255万
9,290円

減
少

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
歳
出
総
額
は
4,559億

8,849万
4,675円

と
な
り
、
前
年
度
よ
り
も
120億

3,761万
233円

減
少
し
て
い
る
。

　
　
　
	　
平
成
27年

12月
に
策
定
さ
れ
た
「
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
や
ま
な
し
総
合
計
画
」
に
お
い
て
、
効
果
的
な
財
政
運
営
を
推
進
す
る
た
め
、
県
税
徴
収
率
の
向
上
や
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
を
は
じ
め
、
出

資
法
人
改
革
や
ふ
る
さ
と
納
税
の
推
進
な
ど
を
主
な
施
策
・
事
業
と
し
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
政
策
の
実
現
に
必
要
な
財
源
の
確
保
を
図
ら
れ
た
い
。

　
　
　
	　
ま
た
、
県
有
財
産
に
つ
い
て
、
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
の
対
象
拡
大
な
ど
更
な
る
有
効
活
用
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
歳
計
現
金
及
び
基
金
に
つ
い
て
、
高
度
な
専
門
的
知
識
を
有
す
る
者
の
活
用
等
に
よ

る
運
用
を
検
討
す
る
な
ど
、
一
層
工
夫
し
て
財
源
の
確
保
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。

　
　
②
	　
財
政
調
整
基
金
、県
債
管
理
基
金
及
び
公
共
施
設
整
備
等
事
業
基
金
の
主
要
3基
金
の
平
成
28年

度
末
残
高
は
、前
年
度
と
比
較
し
て
3,019万

8,534円
（
0.03％

）
減
少
し
、881億

7,835万
5,081円

と
な
っ

て
い
る
。

　
　
　
　
今
後
の
健
全
で
安
定
的
な
財
政
運
営
を
図
る
た
め
、
基
金
の
設
置
目
的
や
財
政
状
況
に
応
じ
た
的
確
な
運
用
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
　
③
　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
は
、
経
常
的
一
般
財
源
等
の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較
し
て
4.4ポ

イ
ン
ト
上
昇
し
、
96.7％

と
な
っ
て
い
る
。

　
　
　
	　
経
常
的
一
般
財
源
等
の
減
少
は
、
主
と
し
て
、
一
般
主
要
法
人
に
お
け
る
前
年
度
の
短
期
的
な
利
益
増
か
ら
の
反
動
に
よ
る
法
人
二
税
の
減
収
や
基
準
財
政
収
入
額
の
増
加
に
よ
る
地
方
交
付
税
の
減
収

な
ど
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
　
　
　
義
務
的
経
費
の
抑
制
に
努
め
ら
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
経
常
収
支
比
率
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
今
後
の
財
政
運
営
が
懸
念
さ
れ
る
。

　
　
	　
　
経
常
収
支
比
率
の
硬
直
化
は
、
重
点
的
、
政
策
的
な
投
資
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
か
ら
、
義
務
的
経
費
の
抑
制
と
と
も
に
、
県
税
等
一
般
財
源
の
確
実
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
歳
入
の
大
幅
な
増
加
が
見
込
め
な
い
一
方
で
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
財
政
の
中
期
見
通
し
に
よ
れ
ば
、
今
後
も
介
護
保
険
関
係
経
費
や
高
齢
者
医
療
費
な
ど
社
会
保
障
に
係
る
費
用
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
こ
と

か
ら
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
財
政
運
営
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
。

　
ま
た
、
財
政
の
健
全
性
を
示
す
指
標
で
あ
る
実
質
公
債
費
比
率
は
、
県
債
等
残
高
の
計
画
的
な
削
減
に
よ
り
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
元
利
償
還
金
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
0.4ポ

イ
ン
ト
低
下
（
改
善
）

し
て
い
る
も
の
の
将
来
負
担
比
率
は
0.2ポ

イ
ン
ト
上
昇
す
る
な
ど
、
将
来
を
見
据
え
た
健
全
な
財
政
運
営
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
つ
い
て
は
、「
輝
き
　
あ
ん
し
ん
　
プ
ラ
チ
ナ
社
会
」
の
実
現
に
向
け
て
「
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
や
ま
な
し
総
合
計
画
」
の
着
実
な
推
進
を
図
る
た
め
、
引
き
続
き
行
財
政
改
革
に
取
り
組
み
、
効
率
的
か
つ
効
果
的

な
行
政
運
営
に
努
め
る
と
と
も
に
、
将
来
に
わ
た
る
健
全
で
安
定
的
な
財
政
運
営
の
確
保
に
取
り
組
ま
れ
た
い
。
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、
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の
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象
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更
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を
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と
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に
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歳
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現
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び
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、
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な
専
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的
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を
有
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る
者
の
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る
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前
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し
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4.4ポ

イ
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ト
上
昇
し
、
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と
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て
い
る
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に
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る
前
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度
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短
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的
な
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益
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ら
の
反
動
に
よ
る
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人
二
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の
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や
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準
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入
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の
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に
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に
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の
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5
　
監
査
委
員
の
意
見

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
		

平
成
29年

8月
10日

　
　
山
梨
県
知
事
　
後
　
　
藤
　
　
　
　
　
　
殿

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

	山
梨
県
監
査
委
員
　
佐
　
　
藤
　
　
佳
　
　
臣

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

	同
　
　
　
　
　
　
　
小
　
　
泉
　
　
久
　
　
司

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

	同
　
　
　
　
　
　
　
渡
　
　
邉
　
　
英
　
　
機

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
	

　
	同
　
　
　
　
　
　
　
浅
　
　
川
　
　
力
　
　
三

平
成
28年

度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
決
算
の
審
査
意
見
に
つ
い
て

　
地
方
公
営
企
業
法
第
30条

第
2項
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
に
付
さ
れ
た
平
成
28年

度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
審
査
し
た
結
果
、
次
の
と
お
り
意
見
書
を
提
出
し
ま
す
。

Ⅰ
　
審
査
の
対
象

　
　
平
成
28年

度
　
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

　
　
平
成
28年

度
　
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

　
　
平
成
28年

度
　
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

Ⅱ
　
審
査
の
期
間

　
　
平
成
29年

７
月
13日

か
ら
平
成
29年

8月
9日
ま
で

Ⅲ
　
審
査
の
手
続

　
	　
平
成
28年

度
山
梨
県
公
営
企
業
会
計
の
決
算
審
査
に
当
た
っ
て
は
、
各
事
業
が
地
方
公
営
企
業
法
そ
の
他
関
係
法
令
に
基
づ
い
て
、
常
に
経
済
性
を
発
揮
し
、
そ
の
本
来
の
目
的
で
あ
る
公
共
の
福
祉
を
増
進

�
〇
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す
る
よ
う
に
運
営
さ
れ
て
い
る
か
、
決
算
書
類
が
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
か
等
に
つ
い
て
検
証
す
る
た
め
、
決
算
報
告
書
、
附
属
書
類
、
諸
帳
簿
、
証
拠
書
類
等
を
精
査
照
合
す
る

と
と
も
に
、
関
係
職
員
か
ら
概
況
を
聴
取
し
、
併
せ
て
定
例
監
査
及
び
例
月
現
金
出
納
検
査
の
結
果
も
踏
ま
え
て
審
査
を
行
っ
た
。

Ⅳ
　
審
査
の
結
果
及
び
意
見
並
び
に
決
算
の
概
要

　
　
各
事
業
会
計
の
審
査
の
結
果
及
び
意
見
並
び
に
決
算
の
概
要
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計
に
お
い
て
述
べ
る
と
お
り
で
あ
る
。

（
1）
平
成
28年

度
山
梨
県
営
電
気
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
　
審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

　
　
ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
概
ね
良
好
に
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

1
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
経
営
状
況
は
、
8億
3,987万

6,634円
の
純
利
益
を
上
げ
て
い
る
。
前
年
度
に
比
べ
1億
6,332万

4,028円
の
増
と
な
っ
て
お
り
、
総
収
支
比
率
は
127.7％

、
経
常
収
支
比
率
は
125.8％

で
あ
り
、

健
全
な
経
営
に
努
め
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
。

　
	　
当
年
度
純
利
益
が
前
年
度
よ
り
増
加
し
た
要
因
は
、
交
渉
に
よ
る
売
電
単
価
の
増
額
に
加
え
、
畑
地
か
ん
が
い
事
業
や
上
水
道
と
の
共
用
施
設
の
工
事
完
了
に
伴
う
管
理
費
負
担
金
収
入
等
の
減
少
に
よ
り
収

益
が
1億
16万

9,743円
減
少
し
た
も
の
の
、
柚
ノ
木
発
電
所
修
繕
工
事
の
完
了
等
に
よ
り
費
用
が
2億
6,349万

3,771円
減
少
し
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

　
	　
今
後
の
経
営
に
当
た
っ
て
は
、
発
電
施
設
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め
、
老
朽
化
が
進
む
既
存
水
力
発
電
所
の
改
良
や
修
繕
を
計
画
的
に
進
め
、
効
率
的
な
経
営
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。
ま
た
、「
強
い
経
済
・

し
な
や
か
な
暮
ら
し
を
支
え
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
社
会
」
の
実
現
に
向
け
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
局
と
の
連
携
を
密
に
し
、
水
力
発
電
に
よ
る
電
力
の
安
定
供
給
と
併
せ
て
、
小
水
力
発
電
及
び
太
陽
光
発
電
等
の
開
発
と
普

及
促
進
に
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

2
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

　
　
平
成
28年

度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
91.2％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
60.8％

、
流
動
比
率
が
1,048.7％

と
、
い
ず
れ
の
比
率
も
健
全
な
水
準
を
確
保
し
て
い
る
。

　
　
今
後
と
も
経
営
の
健
全
性
を
確
保
す
る
た
め
、
積
立
金
の
計
画
的
な
積
み
立
て
と
適
切
な
管
理
を
行
う
な
ど
、
資
本
の
充
実
に
努
め
、
財
政
基
盤
の
強
化
を
図
り
、
安
定
的
な
事
業
経
営
に
努
め
ら
れ
た
い
。

3
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
の
増
加
が
19億

8,957万
9,277円

で
あ
り
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
等
に
8億
8,832万

8,996円
を
支
出
、

ま
た
、
財
務
活
動
と
し
て
企
業
債
の
償
還
等
に
1億
7,465万

1,375円
を
支
出
し
て
お
り
、
平
成
28年

度
中
の
資
金
額
は
9億
2,659万

8,906円
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

　
	　
投
資
活
動
及
び
財
務
活
動
に
係
る
支
出
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
さ
れ
た
資
金
の
範
囲
内
で
行
わ
れ
て
お
り
、
資
金
繰
り
は
引
き
続
き
安
定
し
た
状
況
に
あ
る
。
ま
た
、
平
成
28年

度
末
の
企
業
債
残
高
は
、

業
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
範
囲
内
で
あ
り
、
債
務
償
還
能
力
に
つ
い
て
も
特
に
問
題
な
い
。

　
　
多
額
の
支
出
と
な
る
発
電
施
設
の
開
発
や
改
良
等
に
長
期
的
・
計
画
的
に
対
応
す
る
た
め
、
財
政
の
健
全
性
の
維
持
及
び
財
政
基
盤
の
強
化
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。

4
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

　
	　
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
の
第
2段
階
の
実
施
に
よ
り
、
平
成
28年

4月
か
ら
、
電
気
の
小
売
業
へ
の
参
入
が
全
面
自
由
化
に
な
る
中
、
企
業
局
で
は
、
当
面
、
東
京
電
力
エ
ナ
ジ
ー
パ
ー
ト
ナ
ー
㈱
と
の
基
本
契
約

を
解
消
し
な
い
こ
と
が
有
利
と
判
断
し
て
平
成
21年

度
か
ら
平
成
35年

度
ま
で
の
電
力
受
給
基
本
契
約
に
基
づ
い
て
電
力
供
給
を
行
う
こ
と
と
し
、
企
業
局
が
発
電
し
た
電
力
を
県
内
企
業
等
に
安
価
に
供
給
す
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る
電
力
供
給
ブ
ラ
ン
ド
「
や
ま
な
し
パ
ワ
ー
」
の
電
力
供
給
を
開
始
し
た
。

　
	　
今
後
も
、「
や
ま
な
し
パ
ワ
ー
」
の
効
果
等
を
検
証
し
な
が
ら
、
電
力
市
場
や
他
の
公
営
電
気
事
業
者
の
動
向
等
を
注
視
し
つ
つ
、
電
気
事
業
者
と
し
て
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
、
引
き
続
き
電
力

シ
ス
テ
ム
改
革
に
的
確
に
対
応
さ
れ
た
い
。

　
	　
な
お
、
地
域
振
興
事
業
に
対
す
る
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
28年

度
に
5,050万

円
余
が
返
済
さ
れ
た
も
の
の
、
そ
の
残
高
は
、
当
年
度
純
利
益
の
6倍
超
に
相
当
す
る
58億

6,803万
円
余
と
依
然
と
し
て
多

額
で
あ
る
。
今
後
の
事
業
経
営
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
の
な
い
よ
う
、
貸
付
金
に
つ
い
て
は
、
着
実
か
つ
早
期
の
回
収
に
努
め
ら
れ
た
い
。

（
2）
平
成
28年

度
山
梨
県
営
温
泉
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
　
審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

　
　
ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
概
ね
良
好
に
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

1
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
経
営
状
況
は
、
給
湯
量
の
減
少
に
伴
い
温
泉
供
給
収
益
が
335万

9,001円
減
少
、
経
常
収
益
が
１
億
4,373万

486円
と
前
年
度
に
比
べ
269万

6,740円
減
少
し
、
温
泉
施
設
改
修
工
事
に
伴
う
撤

去
費
な
ど
の
増
に
よ
り
温
泉
管
理
費
が
4,759万

2,839円
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
経
常
収
支
比
率
は
89.2％

と
前
年
度
に
比
べ
39.7ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
い
る
。

　
	　
ま
た
、総
収
支
比
率
も
89.2％

と
前
年
度
に
比
べ
39.7ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
お
り
、経
常
利
益
に
特
別
利
益
2万
1,732円

を
加
え
、特
別
損
失
5万
460円

を
差
し
引
い
た
1,741万

1,511円
が
当
年
度
純
損
失
と
な
っ

て
い
る
。
こ
れ
は
、
施
設
・
設
備
の
計
画
的
な
整
備
に
伴
う
一
時
的
な
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
健
全
性
は
引
き
続
き
保
た
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

　
	　
今
後
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
旅
館
・
ホ
テ
ル
等
の
経
費
削
減
対
策
等
の
影
響
に
よ
る
給
湯
量
・
温
泉
供
給
収
益
の
低
下
や
、
給
湯
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
配
湯
管
敷
設
替
工
事
な
ど
の
投
資
も
引
き
続
き
見
込

ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
計
画
的
な
運
営
に
努
め
ら
れ
た
い
。

2
　
財
政
状
態
に
つ
い
て

　
　
平
成
28年

度
の
財
政
状
態
は
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
98.3％

、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
が
73.7％

、
流
動
比
率
が
1,653.8％

と
、
い
ず
れ
の
比
率
も
健
全
な
水
準
を
確
保
し
て
い
る
。

　
	　
平
成
28年

度
末
の
温
泉
供
給
料
金
未
収
金
は
、
固
定
資
産
の
破
産
更
生
債
権
等
797万

350円
に
、
流
動
資
産
の
未
収
金
2,420万

6,917円
を
加
え
た
3,217万

7,267円
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
納
期
限
を
過
ぎ
た
も

の
は
2,058万

8,629円
で
あ
る
。

　
	　
こ
れ
ま
で
も
そ
の
解
消
に
向
け
て
、
鋭
意
努
力
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
、
公
営
企
業
と
し
て
の
経
営
の
健
全
性
や
公
平
負
担
の
観
点
か
ら
、
滞
納
者
の
状
況
を
個
々
に
把
握
し
適
切
に
対
応
し
て
い
く

な
ど
未
収
金
の
回
収
に
向
け
、
な
お
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

3
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
が
8,920万

6,325円
増
加
し
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
な
ど
に
よ
り
2億
6,181万

3,686円
が
減
少
し

た
こ
と
か
ら
、
平
成
28年

度
中
の
資
金
額
は
１
億
7,260万

7,361円
の
減
少
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
財
務
活
動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
に
つ
い
て
は
増
減
が
な
か
っ
た
。

　
	　
平
成
28年

度
は
温
泉
施
設
改
修
工
事
に
よ
る
固
定
資
産
の
取
得
が
あ
り
、
投
資
活
動
に
よ
る
支
出
が
、
業
務
活
動
に
よ
る
資
金
の
増
加
額
を
超
え
て
い
る
が
、
温
泉
事
業
の
経
営
は
、
現
状
借
入
金
が
な
く
、

業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
全
額
を
投
資
活
動
に
活
用
で
き
る
状
況
に
あ
る
。

　
	　
ま
た
、
平
成
28年

度
末
の
現
金
等
残
高
は
、
前
年
度
に
比
べ
31.2％

減
少
し
、
3億
8,074万

8,699円
で
あ
る
が
、
営
業
収
益
に
対
す
る
比
率
は
283.0％

と
事
業
規
模
に
対
し
て
十
分
に
確
保
さ
れ
て
お
り
、
財

政
の
健
全
性
が
損
な
わ
れ
る
ほ
ど
の
水
準
に
は
な
い
と
い
え
る
。

　
	　
な
お
、
今
後
も
配
湯
管
の
敷
設
替
工
事
等
が
引
き
続
き
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
今
後
の
投
資
活
動
に
計
画
的
に
取
り
組
み
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
適
正
な
管
理
に
一
層
努
め
ら
れ
た
い
。
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4
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
総
給
湯
量
は
77万

7,411立
方
メ
ー
ト
ル
で
、
過
去
15年

間
で
最
も
給
湯
量
が
多
か
っ
た
平
成
17年

度
の
98万

51立
方
メ
ー
ト
ル
に
比
べ
20.7％

減
少
し
て
い
る
。
平
成
28年

度
末
の
温
泉
供
給

契
約
口
数
は
506口

で
、
最
も
契
約
口
数
が
多
か
っ
た
平
成
14年

度
の
560口

に
比
べ
54口

減
少
し
て
い
る
。

　
	　
今
後
温
泉
事
業
の
経
営
に
当
た
っ
て
は
、
温
泉
の
湧
出
量
や
給
湯
実
績
の
状
況
を
適
切
に
把
握
し
た
上
で
、
減
少
し
た
契
約
口
数
分
の
分
譲
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
社
会
情
勢
や
経
済
状
態
を
見
極
め
な
が

ら
将
来
に
向
け
た
投
資
を
行
い
、
地
元
自
治
体
や
関
係
団
体
等
と
連
携
し
て
、
引
き
続
き
温
泉
資
源
の
保
護
と
地
域
振
興
に
努
め
ら
れ
た
い
。

（
3）
平
成
28年

度
山
梨
県
営
地
域
振
興
事
業
会
計

審
査
の
結
果
及
び
意
見

　
　
審
査
に
付
さ
れ
た
決
算
諸
表
は
、
地
方
公
営
企
業
法
及
び
関
係
法
令
等
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ
、
事
業
の
経
営
成
績
及
び
財
政
状
態
を
適
正
に
表
示
し
て
い
る
。

　
　
ま
た
、
事
業
の
経
営
に
つ
い
て
は
、
事
業
目
的
に
沿
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
。

1
　
利
用
者
数
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
利
用
者
数
は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
、
レ
ジ
ャ
ー
事
業
部
が
1,821人

減
少
（
△
1.3％

）
し
た
も
の
の
、
ゴ
ル
フ
事
業
部
が
2,773人

増
加
（
6.2％

）
し
、
レ
ス
ト
ラ
ン
事
業
部
が
1,620人

増
加

（
4.0％

）
し
た
。
そ
の
結
果
、
施
設
全
体
の
利
用
者
数
は
2,572人

増
加
（
1.2％

）
し
、
22万

6,181人
で
あ
っ
た
。

　
	　「
丘
の
公
園
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
16年

4月
か
ら
指
定
管
理
者
制
度
を
導
入
し
、
平
成
26年

度
か
ら
新
た
に
選
定
さ
れ
た
指
定
管
理
者
が
、
施
設
の
管
理
・
運
営
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
間
、
施
設
全
体
の
利

用
者
数
は
、
指
定
管
理
者
制
度
導
入
2年
目
の
平
成
17年

度
を
ピ
ー
ク
に
漸
減
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
平
成
28年

度
は
、
ゴ
ル
フ
場
利
用
者
の
増
加
、
県
内
で
初
と
な
る
（
公
社
）
日
本
グ
ラ
ウ
ン
ド
・
ゴ
ル
フ
協

会
認
定
の
グ
ラ
ウ
ン
ド
・
ゴ
ル
フ
場
が
本
格
稼
働
し
た
こ
と
や
冬
期
の
集
客
策
を
強
化
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
平
成
27年

度
に
引
き
続
き
、
前
年
度
実
績
に
比
べ
増
加
し
た
。

　
	　
し
か
し
な
が
ら
、
利
用
者
数
の
実
績
は
、
計
画
に
対
し
て
下
回
る
状
況
が
続
い
て
い
る
た
め
、
今
後
も
指
定
管
理
者
と
協
力
し
、
利
用
者
数
が
減
少
し
た
レ
ジ
ャ
ー
事
業
や
中
核
事
業
で
あ
る
ゴ
ル
フ
事
業
に

お
い
て
、
利
用
者
の
更
な
る
確
保
に
取
り
組
み
、
施
設
全
体
の
利
用
者
数
の
増
加
が
図
ら
れ
る
よ
う
努
め
ら
れ
た
い
。

2
　
経
営
状
況
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
経
営
状
況
は
、
営
業
収
益
が
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
等
の
1億
5,000万

527円
、
営
業
費
用
が
減
価
償
却
費
や
借
地
料
等
の
１
億
4,665万

7,116円
と
な
り
、
営
業
利
益
は
前
年
度
と

比
較
し
て
238万

7,891円
減
少
し
334万

3,411円
で
あ
っ
た
。

　
	　
営
業
収
益
の
ほ
ぼ
全
額
が
指
定
管
理
者
か
ら
の
施
設
利
用
料
で
あ
り
、
年
間
の
施
設
利
用
料
は
約
定
金
額
ど
お
り
納
入
さ
れ
た
が
、
天
候
不
順
等
に
よ
り
指
定
管
理
者
の
資
金
繰
り
が
逼
迫
し
、
第
6期
分
に

つ
い
て
一
部
が
未
納
と
な
り
、
そ
の
後
分
割
納
入
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
指
定
管
理
者
の
経
営
内
容
の
把
握
と
経
営
改
善
に
積
極
的
に
取
り
組
み
、
今
後
も
施
設
利
用
料
の
安
定
的
な
確
保
に
努
め
ら
れ
た
い
。

　
	　
営
業
利
益
334万

3,411円
に
営
業
外
収
益
107万

7,344円
を
加
え
、
営
業
外
費
用
66万

2,637円
を
差
し
引
い
た
経
常
利
益
は
375万

8,118円
と
な
り
、
当
年
度
純
利
益
も
経
常
利
益
と
同
額
と
な
っ
た
。
経
常
利

益
、
当
年
度
純
利
益
は
、
い
ず
れ
も
前
年
度
と
比
較
し
て
250万

4,595円
減
少
し
て
い
る
。

　
	　
収
益
的
収
支
に
つ
い
て
は
、
平
成
26年

度
に
黒
字
化
が
図
ら
れ
、
平
成
28年

度
も
平
成
26・

27年
度
に
引
き
続
き
黒
字
と
な
っ
た
が
、
経
常
収
支
比
率
及
び
総
収
支
比
率
と
も
に
102.6％

と
な
り
、
前
年
度
と

比
較
し
て
1.7ポ

イ
ン
ト
低
下
し
て
い
る
。

　
	　
過
去
か
ら
累
積
し
た
当
年
度
未
処
理
欠
損
金
は
、
35億

1,554万
5,871円

と
依
然
と
し
て
多
額
で
あ
る
。
今
後
と
も
純
利
益
を
安
定
的
に
確
保
し
、
累
積
欠
損
金
を
減
少
さ
せ
る
た
め
、
収
益
的
収
支
の
黒
字

化
の
継
続
を
図
り
、
経
営
状
況
の
改
善
に
一
層
努
力
さ
れ
た
い
。

3
　
財
政
状
態
に
つ
い
て
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平
成
28年

度
の
財
政
状
態
を
経
営
指
標
で
み
る
と
、
自
己
資
本
構
成
比
率
が
△
144.5％

と
前
年
度
と
比
較
し
て
2.6ポ

イ
ン
ト
低
下
し
、
悪
化
し
て
い
る
。
一
方
、
固
定
資
産
対
長
期
資
本
比
率
は
101.2％

と
前
年
度
と
比
較
し
て
0.1ポ

イ
ン
ト
の
低
下
、
流
動
比
率
は
61.4％

と
前
年
度
と
比
較
し
て
6.5ポ

イ
ン
ト
の
上
昇
と
な
り
、
改
善
し
て
い
る
。
ま
た
、
資
本
合
計
に
つ
い
て
は
、
△
34億
8,309万

340円
と
な
り
、

前
年
度
と
比
較
し
て
債
務
超
過
金
額
が
375万

8,118円
縮
小
し
た
が
、
引
き
続
き
大
幅
な
債
務
超
過
と
な
っ
て
い
る
。

　
	　
今
後
も
、
長
期
借
入
金
の
計
画
的
な
圧
縮
及
び
資
産
の
適
正
管
理
に
取
り
組
み
、
財
政
状
態
の
改
善
に
努
め
ら
れ
た
い
。

4
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
に
つ
い
て

　
	　
平
成
28年

度
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
状
況
は
、
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
の
増
加
が
7,225万

8,492円
、
投
資
活
動
と
し
て
有
形
固
定
資
産
の
取
得
に
1,378万

9,101円
を
支
出
し
、
財
務
活
動
と

し
て
電
気
事
業
会
計
か
ら
の
長
期
借
入
金
の
返
済
に
5,050万

9,285円
を
支
出
し
て
、
平
成
28年

度
中
の
資
金
額
は
796万

106円
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

　
	　
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
等
に
伴
う
改
良
工
事
や
修
繕
の
た
め
、
投
資
活
動
と
し
て
支
出
し
た
有
形
固
定
資
産
の
取
得
資
金
が
前
年
度
と
比
較
し
て
856万

4,101円
増
加
し
、
ま
た
、
修
繕
費
も
前
年
度
と
比
較

し
て
241万

4,696円
増
加
し
た
こ
と
か
ら
、
財
務
活
動
と
し
て
の
長
期
借
入
金
の
返
済
を
1,999万

2,949円
減
額
し
、
設
備
改
良
や
修
繕
に
充
当
し
て
い
る
。

　
	　
業
務
活
動
に
よ
り
確
保
し
た
資
金
の
大
部
分
は
、
今
後
も
長
期
借
入
金
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
将
来
に
向
け
た
施
設
・
設
備
の
整
備
な
ど
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
資
金
面
で
厳
し
い
状
況

に
あ
る
。

　
	　
施
設
・
設
備
の
更
新
・
改
修
に
つ
い
て
は
、「
山
梨
県
企
業
局
経
営
戦
略
」
に
お
い
て
、
平
成
28年

度
か
ら
10年

間
の
投
資
・
財
政
計
画
に
基
づ
き
計
画
的
に
進
め
て
い
く
と
し
て
い
る
が
、
緊
急
性
が
高
く

収
益
に
結
び
つ
く
修
繕
を
優
先
し
て
実
施
す
る
な
ど
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
適
正
な
管
理
に
努
め
ら
れ
た
い
。

5
　
経
営
課
題
に
つ
い
て

　
	　
地
域
振
興
事
業
に
つ
い
て
は
、
平
成
24年
度
の
有
識
者
に
よ
る
検
討
委
員
会
の
提
言
等
を
踏
ま
え
、
指
定
管
理
者
制
度
を
適
正
に
運
用
し
、
平
成
30年

度
ま
で
の
指
定
管
理
期
間
内
に
、
収
益
的
収
支
の
黒
字

化
の
定
着
を
図
り
、
累
積
欠
損
金
の
減
少
に
努
め
る
と
と
も
に
、
毎
年
度
の
業
務
活
動
に
よ
り
生
じ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
か
ら
長
期
借
入
金
を
計
画
的
に
償
還
す
る
と
し
て
い
る
。

　
	　
電
気
事
業
会
計
か
ら
の
長
期
借
入
金
は
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
に
よ
る
返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
残
高
は
58億

6,803万
円
余
と
依
然
と
し
て
多
額
で
あ
る
。
償
還
計
画
に
基
づ
い
て
計
画
的
に
償
還

を
行
い
、
残
高
の
削
減
が
着
実
か
つ
早
期
に
図
ら
れ
る
よ
う
努
め
ら
れ
た
い
。

　
	　
ま
た
、
現
在
、
平
成
31年

度
以
降
の
「
丘
の
公
園
」
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
外
部
有
識
者
に
よ
る
「
あ
り
方
検
討
委
員
会
」
を
設
置
し
、
検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
事
業
継
続
の
た
め
に
は
、
施
設
・
設

備
の
老
朽
化
に
伴
う
改
良
工
事
や
修
繕
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、「
あ
り
方
検
討
委
員
会
」
か
ら
の
提
言
等
を
踏
ま
え
、
様
々
な
角
度
か
ら
検
討
を
進
め
、
適
切
に
対
応
さ
れ
た
い
。




